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研究成果の概要（和文）：COMTRADEデータによってアジア太平洋地域における貿易構造の変化を考察する計量分
析としてネットワーク分析を適用した。この点は、中国がいくつかの農産品についてASEANの市場を席巻するほ
どの輸出をおこなっていること、果実及び同調製品の貿易において複数のASEANメンバー国が中国にとっての主
要な輸出国になった近年の状況をCOMTRADEデータによって明らかにした別途の統計分析の結果とも整合的であ
る。またメンバー国にとっての最重要品目であるコメについて、作況変動による国際価格への影響を統計分析に
よって考察した。さらに関税、政府収入、経済余剰間の関係を定式的に捉える経済理論モデルを構築した。

研究成果の概要（英文）：We applied network analysis as an econometric analysis to consider the 
changes in trade structure in the Asia-Pacific region with COMTRADE data. In this regard, China has 
dominated the ASEAN market for several agricultural exports, and several ASEAN member countries have
 become major exporters for China in the trade of fruits and related products. It is also consistent
 with the results of a separate statistical analysis that clarified the recent situation using 
COMTRADE data. In addition, for rice, which is the most important commodity for member countries, 
the impact of crop conditions on international prices was examined through statistical analysis. In 
addition, we constructed an economic theoretical model that formulates the relationship between 
tariffs, government revenues, and economic surpluses.

研究分野： 社会経済農学

キーワード： 農産品貿易　経済理論モデル　ASEAN

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
ネットワーク分析では、当該地域における中国のプレゼンスの高まりを明らかにした。関税、政府収入、経済余
剰間の関係を定式的に捉える経済理論モデルは、たとえばASEANメンバー国が関税引き下げと国内での外国産品
への規制を施行した際の影響を評価する分析に適用可能であると考えている。パーム油貿易をGTAPによってモデ
ル化した研究は、CPOのような中間財を扱う際のバイアスの発生を回避する研究事例になると思われる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９（共通） 
 
 
１． 研究開始当初の背景 

 
経済共同体（AEC）として新たな時代を迎えた ASEAN は，わが国の輸出農産品市場及び関連

企業の立地先として，また世界の中でも代表的な新興経済地域として存在感をますます高めて
いる．物品貿易の自由化はその原動力で，多くの国・地域との自由貿易協定ないし経済連携協定
（FTA/EPA）の締結や農産品を含む野心的な域内貿易自由化・関税引き下げは AEC 設立に先立
って進められ，資本移動また陸続きの国間では既に労働力移動も盛んである．しかし長期的な方
向性がブループリントの謳う競争的で世界経済に深く統合された地域の形成にあるとしても，
特に農産品貿易の実績から見る限り，将来に向けた課題も多い．注目されるのは，ASEAN 諸国
の域内・域外関税率が近年まで低下する一方で，おもに内外価格差で示される農業保護水準はむ
しろ上昇したケースがある．すなわち農産物市場がむしろ閉鎖的になった面があることを示唆
する点である．これは経済発展の一局面で農政が保護的に傾斜した先進諸国と同じ経路かもし
れないが，喧伝されている方向性とは相容れない． 
コメなどが自由化の例外とされている点を別としても，上記の現象が起こる相互に関連する要

因には，(i)メンバー国の多くがなお途上国であることを背景とするさまざまな形態の非関税障
壁の存在，(ii)協定相手国のみを対象とした差別的な関税率引き下げでは貿易転換効果が発生し
ても貿易創出効果は必ずしも発生しないこと，(iii)多数の協定が錯綜し複雑な原産地規則などを
含む「ヌードルボウル現象」のため，削減された関税率がしばしば利用されないこと，がある．
(ii)に関しては，GTAP など応用一般均衡モデル（CGE）による事前予測，重力モデルによる事
後評価，経済地理モデルによるシナリオ分析などがある．GTAP 分析の結果は検証が困難で関税
引下げが必ず貿易創出効果を生むモデルとしての問題点がある．重力モデルの多くは品目の集
計レベルが高いものが多く，また経済地理モデルは農産品を全く細分化していない．上記(i)及び
(iii)の論点を考察するに際しては実態を静態的に捉えるだけではなく実際の貿易動向との照合
が不可欠である．また協定を結ぶ国の組み合わせは既に貿易が拡大する傾向にある場合が多い
という内生性の問題を考慮すると，農産品の個別品目に即した分析が適切である． 
 
２．研究の目的 
 
第 1 に ASEAN 諸国の農産品輸出入に関して，域内・域外にわたる複数国間の関係として多

品目にわたって把握する．ASEAN 物品貿易協定（ATIGA）による域内での影響だけではなく，
メンバー国毎に域外諸国と農産品貿易の関係を明らかにする．当面の対象国をタイ，インドネシ
アおよびマレーシアとするが，状況に応じて対象国を拡大したい．また域外国としてはわが国，
韓国，中国の動向にも着目し，ASEAN における位置づけを念頭に置く． 
第 2 に，次に掲げる統計分析の前提条件である農産品主要品目の実質的な貿易障壁などを明

らかにする．具体的には APO (2013)などの前掲文献や GTAP データベースが提供する情報，各
貿易協定で譲許する関税率及び現地調査に基づく知見を対比させつつ，本研究独自の評価を行
い，主要メンバー国におけるさまざまな形態からなる非関税障壁の実情を明らかにする． 
第 3 に，ATIGA や FTA/EPA による特定国からの輸入に対する関税撤廃や差別的な関税引き

下げ等国境措置の引き下げがもたらしたと見られる貿易転換･創出効果を，GTAP などの計量分
析によって事後的に評価する．これにより貿易創出効果の発生する条件，また ASEAN 域内貿
易が活性化する経済統合が推進されるための条件を明らかにする．分析対象品目に関する関税
相当量の引き下げ幅，当該品目の商品特性，輸出国の生産余力などが重要な規定要因になると考
えられる． 

 
３． 研究の方法 

 
広く関連文献をサーベイし，過去の研究動向と既往研究では明らかにされなかった点を明確

にする．現地調査によって定性的な情報を収集するとともに，ネットワーク分析，グルーベル・
ロイド指数の計測とその図的表現，テキストマイニング手法，時系列分析，さらに GTAP と呼
ばれる一般均衡分析などの計量的ないし数量分析手法を適用するとともに，数学モデルを用い
た経済理論的な考察も行う． 
 
４．研究成果 
 

2017 年には，関連文献のサーベイを進め，COMTRADE データの収集整理を行いつつある．当該
分野の情報収集，また ASEAN における農産品の非関税障壁の実態を明らかにする目的をもって，
インドネシアおよびマレーシアに渡航し，ASEAN 事務局，東アジア･アセアン経済研究センター，
インドネシア国の関連機関（貿易省，農業省，国営農場など），マレーシア国立農業開発研究所，
国立 UPM 大学，農業省，貿易省等の専門家との意見交換を行った．本研究課題推進のためのカウ



ンターパートとなるこれらの国外機関との今後の連携が展望できた． 
同年度にはまた，COMTRADE データによってアジア太平洋地域における貿易構造の変化を考察

する計量分析としてネットワーク分析を適用し，当該地域における中国のプレゼンスの高まり
を明らかにした．この点は，中国がいくつかの農産品について ASEAN の市場を席巻するほどの輸
出をおこなっていること，果実及び同調製品の貿易において複数の ASEAN メンバー国が中国に
とっての主要な輸出国になった近年の状況を COMTRADE データによって明らかにした別途の統計
分析の結果とも整合的である．またメンバー国にとっての最重要品目であるコメについて，作況
変動による国際価格への影響を統計分析によって考察した．さらに関税，政府収入，経済余剰間
の関係を定式的に捉える経済理論モデルを構築した．本経済モデルは，たとえば ASEAN メンバー
国が関税引き下げと国内での外国産品への規制を施行した際の影響を評価する分析に適用可能
であると考えている． 
 2018 年には，第 1に，ASEAN を含む東アジア諸国の食料品貿易動向を重力モデルで調整された
貿易結合度指数を計測することによって明らかにした．韓国，台湾，中国，タイから輸出先であ
る東・東南アジアへの輸出の貿易結合度が高いことなどを明らかにした． 
第 2に，タイ，マレーシア及び ASEAN との貿易結合度の高い中国を対象として，主要な貿易パ

ートナーとの間の産業内貿易の程度を，本研究内で新たに提起した分析手法（IIT ダイヤグラム）
を用いて明らかにした． 
第 3に，東南アジア諸国，アフリカ，北米・中南米諸国のコメの作況指数の推計を行い，東南

アジア諸国内の作況変動が増大しているかどうかを，時系列モデルを使って分析し，分散が増大
していないことを確認し，また，東南アジア諸国の間で作況指数の相関が高くなる傾向にあるこ
とを確認し，作況変動の相関がコメの国際価格に及ぼす影響を評価した． 
第 4 に，ASEAN 諸国を含む 41 ヶ国豚肉国際貿易モデルを構築し，アフリカ豚コレラによる中

国の豚肉生産の減少が，国際価格，諸国の生産量，消費量，貿易量に及ぼすインパクトを評価し
た． 
第 5 に，農産品貿易に関する数国間の定量的な地域比較分析の一つであるネットワーク分析

を行った．またタイを対象として，メンバー国の農業政策の動向把握を行った． 
第６に，インドネシア，タイ及び中国を現地視察し，ASEAN 事務局及び関連する行政機関，卸

売市場や小売市場などでのヒアリングを行った．インドネシアとタイにおいては，ASEAN 域内の
農産品にかかわる非関税障壁の事例として，文献等では得ることのできない情報に触れる機会
が得られた． 
2019 年には，第 1に，ASEAN の主要メンバーであるタイとマレーシアの食品製造業の産業内貿

易を，comtrade データによって捉え，われわれが提起した分析枠組である GL指数に関する一種
の要因分解分析によって明らかにした．両国における GL 指数の上昇と先進国型の貿易構造への
移行が示唆された． 
第 2 に，自由貿易を掲げる ASEAN/AEC による関税撤廃スケジュールの実効性にかかわる問題

点を，インドネシアを事例として考察し，研究成果は和光大学紀要に発表した．定性的な分析で
はあるが，農産品を中心とする非関税障壁の残存だけではなく，国内法整備の遅れ，華僑の存在
感の大きさ，紛争処理規定の未整備など，AEC が EU のような強い地域協定として発展する上で
の課題が大きなことを論述した． 
第 3に，ASEAN とのつながりが強い東アジアを対象として，食料品・飲料貿易の動向を重力モ

デルで調整された貿易結合度指数によって捉える定量分析を試みた．成果は農業経済研究に報
告論文として掲載された．ASEAN 諸国の農産品貿易の分析に応用されることが期待される．その
他の関連する成果として，中国，日本，韓国，台湾の東アジア諸国の農産品貿易の計量分析を関
連学会等で発表した．また農産品貿易への適用可能性がある理論モデルとして，貿易相手国への
技術のスピルオーバーと国内補助金との関係を考察し，日本国際経済学会で報告した． 
また，確率ブロックモデルを用いて，国際産業連関表に基づく国際産業連関のコミュニティ検

出を行った． 産業連関表は産業構造分析に広く利用されているデータである．その結果，いく
つかの安定的なコミュニティの存在が明らかになった． この結果は，国際的な産業連携から見
られる国内産業の関係の安定性を示した． 現在，FTA，EPA，TPP などの地域貿易協定に基づく
国際貿易の進展により，国際産業間のつながりはますます複雑になっている． このような国際
的な産業のつながりを発見することは，過去の国際貿易関係の時系列変化を分析し，将来の国際
貿易関係を予測する上で重要である． 
2020 年度には，タイとマレーシアにおける食品製造業部門の産業内貿易の分析をおこなった．

分析の結果，まずタイとマレーシアの GL（グルーベレロイド）指数が，徐々に上昇しているこ
とを確認した．また分析期間においてマレーシアは，東アジアの平均値を上回るが，逆にタイは
平均値より小さい．この意味で，両国を比較すると，マレーシアは先進国型により近いといえる．
タイについても先進国型の貿易構造への移行を確認することができる．次に，タイの貿易構造を
みると，産業用加工品（BEC121）では甘蔗糖，家計消費用加工品（BEC122）では精米，加工鶏肉
などが輸出に特化しているため，産業内貿易の比率が低くなっている．マレーシアは，BEC121 で
はパーム油の影響で，産業内貿易指数が小さくなっている．BEC122 は，シンガポールやインド
ネシアとの貿易で産業内貿易の比率が高く，また貿易加重値も大きかったため，GL 指数が高い． 



また台湾と韓国の食品製造業（BEC12）について，東・東南アジア諸国との産業内貿易（IIT）
指数を観察し，以下のような知見を得た．まず BEC12 の IIT 指数をみると，両国ともに 2000～
18 年で徐々に増加しており，また東・東南アジアでは IIT 指数の高い国であることが明らかに
なった．BEC12 の IIT 指数が高い理由としては，貿易加重値が大きい BEC122（家計消費用加工
品）で IIT 指数が高いことがあげられる．次に，台湾と韓国の BEC122 の IIT 指数を比較する
と，日本とタイとの貿易パターンの相違に由来し，韓国が大きいことが示された．最後に，韓国
と台湾の集計データによる IIT 指数が異なる要因を分析した．その結果，韓国は，貿易加重値
の大きい中国との貿易が輸入特化型であるため IIT 指数が小さくなり，台湾は，日本とタイと
の産業間貿易で，輸入特化と輸出特化がそれぞれ一定部分存在するので，IIT 指数が大きくなる
ことがわかった． 
別の研究では，国内外の輸送とそれらの距離を明示的に取り入れた貿易モデルにおいて，最適

な関税と国内輸送に関する排出税の効果の分析を行った．小国である国の中で最終財を生産し
た際に発生する輸送が存在し，一方で，外国で生産された財には，国際輸送と国内輸送の両方が
必要であると想定している．環境への被害は，これらの輸送から発生する．小国である場合，最
適な関税の水準はゼロである．また，関税政策は，消費と生産に歪みを発生させるため，最適な
資源配分を達成させることはできない．しかしながら，我々は，最善な政策は，ゼロではない関
税と国際輸送に対する排出税であることを明らかにしている．したがって，関税政策によって，
最適は資源配分を達成させることを明らかにした．それに加えて，関税の水準と排出税の水準が，
国内外の輸送距離にうける影響について明らかにした．WTO の下で，多くの国では，工業品に関
する関税が大きく引き下げられている．一方で，農業部門に関しては，輸入数量制限から関税化
によって貿易が自由化されてきた過去があるが，関税に引き下げに関しては依然として議論が
必要である．この研究では，輸入国内外の輸送距離について分析されており，農業部門に関する
今後の関税水準のあり方についての応用が期待される． 
2021 年度には，EUにおけるパームオイルの輸入制限がインドネシア経済，EU経済に及ぼす経

済的影響を，GTAP モデルを用いて一般均衡論的視点から分析することを試みた．下記に述べる
ように，パームオイルは食用油として消費されるにも用いられるが，原材料（中間投入財）とし
て利用されるシェアが非常に高く，粗製油（CPO:Crude Palm Oil）の状態で貿易が行われている
のが実態である．パームオイルはインドネシアとマレーシアの両国で世界全体の生産シェアの
８割を超えるが，なかでもインドネシアのシェアは約６割であり，パームオイルのサプライチェ
ーンはインドネシアにとっては基幹産業のひとつである．パームオイルは加工食品を始め，石鹸，
さらにはバイオ燃料などさまざまな製品の原料として使われており，我々の消費生活を支えて
いる．太陽エネルギーの活用という観点からはパームオイルの生産効率は高いが，一方で熱帯林
からアブラヤシ農場への転換による森林破壊や熱帯林に隣接する泥炭地の開発に伴う火災発生
など環境に対する影響や政治腐敗，人権侵害や児童労働問題などの社会問題を引き起こしてき
たという側面もある．特に EU では，インドネシアからのパームオイルの輸入制限を行ってきた
のである． 
我々が用いた GTAP モデルは，パーム油をその対象として含んではいるものの，植物油に分類

されており，パーム油を独立の財として分析することが不可能である．さらに，標準的な GTAP
モデルでは，貿易財には最終財・中間投入財の区別はないため，CPO のような中間財の貿易制限
を考慮する場合には分析結果にバイアスをもたらす可能性が高い．そこで，研究ではパームオイ
ルを植物油から独立させること，貿易財を最終財，中間投入財に分けることを目標に研究を行っ
た．データについては，Impact ECON でサプライチェーン分析用に開発された Global Supply 
Chain のデータベースをベースにデータの拡張を行っており，最終的な結果が得られていない．
また，一般均衡モデルでは貿易は一般に内生変数であるが，EU のインドネシアからの輸入量を
外生化しているところに特徴がある．2021 年度には，韓国食品製造業における中国との産業内
貿易の影響，韓国と中国の食品製造業の産業内貿易の変化を検証した．まず，関連する 17 部門
のグルーベル・ロイド（GL）指数を算出する．次に，韓国が受けた要因調整圧力（FAP）を評価
する．GL指数の全体加重平均は，第 1期（2002-04 年）の 25.2 から第 2期（2017-19 年）の 39.9
まで上昇していた．韓国の 17 部門のうち，6 部門が FAP を受けていたことが判明した．これら
6部門の輸入は，第 2期の食品輸入全体において，46.7％を占める． 
2021 年度にはまた，自然言語処理技術を用いた特許情報のデータマイニング－パーム産業に

関する国際比較－をおこない，技術動向の把握が可能な媒体である特許情報を利用することで，
パーム油産業に関連する技術の国際比較を行うことを目的として，自然言語処理分野で発展し
た手法の一つであるトピックモデルを用いて特許の意味的側面を踏まえた分析を試みた． 
2022 年度には，COMTRADE データによってアジア太平洋地域における貿易構造の変化を考察す

る計量分析としてネットワーク分析を適用した．この点は，中国がいくつかの農産品について
ASEAN の市場を席巻するほどの輸出をおこなっていること，果実及び同調製品の貿易において複
数の ASEAN メンバー国が中国にとっての主要な輸出国になった近年の状況を COMTRADE データに



よって明らかにした別途の統計分析の結果とも整合的である．またメンバー国にとっての最重
要品目であるコメについて，作況変動による国際価格への影響を統計分析によって考察した．さ
らに関税，政府収入，経済余剰間の関係を定式的に捉える経済理論モデルを構築した． 
ネットワーク分析では，当該地域における中国のプレゼンスの高まりを明らかにした．関税，

政府収入，経済余剰間の関係を定式的に捉える経済理論モデルは，たとえば ASEAN メンバー国が
関税引き下げと国内での外国産品への規制を施行した際の影響を評価する分析に適用可能であ
ると考えている． 
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